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地域の声

指定小規模多機能型居宅介護の居間と食堂の共用に関する規制を明確化し、
介護事業所のスペースを有効活用することが可能に

10事例
詳しくは
提案募集方式データベース

QRコードからもアクセスできます

「28年」
管理番号「28」
で検索!

～指定小規模多機能型居宅介護の居間及び食堂の共用に関する規制の明確化～

介護事業所の共用の規制の
明確化により、事業所の
スペースを有効活用へ

ポイント

一億総活躍社会の実現
地域で生きがいを持って
充実した生活を送ることができる

共用浴室
トイレ等

居間
食堂 共用

職員

解釈通知では指定小規模多機能型
居宅介護の居間及び食堂を
介護予防・日常生活支援総合事業の
交流スペースとして共用することは
認められない

浴室
トイレ等

居間
食堂 共用

共用
事業所が小規模であり、
居間及び食堂としての機能を
十分に発揮し得る適当な広さを
有している等、サービスの提供に
支障がない場合

交流の場が分けられなくて
よかったわ

規制を通知で明確化しましょう

利用者の交流が分断されるおそれが…
どうして居間と食堂は
共用することができないの？

新たに複数の介護福祉
サービスを提供する建物を
建設するが現状では
サービスを2箇所に
分けなければならない

国の基準では、サービスの提供に支障が
ない場合にはスペースの共用が
認められているが解釈通知では居間及び
食堂の共用は認められていない

国

地方

制度上の

支障

解決策

!地域の課題 な
ん
と
か

な
ら
な
い
の
？

一定の場合には居間及び食堂を
共用することを妨げないことを
明確化する

（通知）

地方に対する規制緩和

パートナーカード
PARTNER CARD

住民サービスの向上

●サービスが集約できて、
スペースも人材も効率的に
活用できる
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取組の概要 「新旧の介護事業所でサービスの円滑な移行を目指す」

「事業所のスペースを有効活用でき交流活動の維持が可能に」取組の成果

要介護者及び要支援者の交流風景

●過疎地域の指定を受けた人口1,500人弱の島牧村では、介護福祉サービス提供事業所が不足し
ており、限られたマンパワーやスペースを効率的に活用し、介護福祉サービスを提供することが
長年の課題となっていた。

●高齢社会への対応として、複数の介護福祉サービスを提供する建物の建設を計画している中、現
在のサービス利用者が新しい建物でも利用することができるかが懸案となっていた。

●提案の実現により、「要介護」「要支援」の区別なく、現在のサービス利用者全員に新しい建物でも
サービスを提供することとした。

●新しい建物は、平成29年度より着工し、平成31年度から小規模多機能型居宅介護の事業を開始
する予定である。

介護事業所のスペースを有効活用し、最小限の
人員でサービス利用者の交流機会を確保

●現在のサービス利用者全員（要介護者19名・要支援者13名）が新たな建物でもサービスを受け
ることが可能となり、「要介護」「要支援」の違いにより分断されることなく交流が継続され、利用者
の利便性の維持が図られることとなった。

●現在のサービス利用者からは、「馴染みの職員・他の利用者との関係が断たれることがなくなっ
て良かった」との喜びの声が寄せられている。

●サービスを集約することにより、スペースを効率的に活用でき、提案の実現前と比べて、必要な介
護職員の増員数が11名から8名と３名効率化され、必要最小限の人員（介護職員14名）で従来と
同様の介護福祉サービスを提供することが可能となった。
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島牧村(北海道)
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建設予定地

総合福祉医療センター

現
行

計
画

提
案
の
実
現

高齢者生活福祉センター 通所介護（デイサービス）
●「送迎」「給食」「日常動作訓練」「入浴」などのサービス提供
●要支援・要介護の利用者が共存

地域包括
支援センター

地域包括
支援センター

「地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供」に寄与することが期待される

新しい建物・制度への移行
要介護
1～5

要支援
1～2 など

現
状
の
ま
ま
移
行

提案実現のイメージ図

総合福祉医療センター及び建設予定地

支障事例
●利用者が「要介護」と「要支援」で分断され交流する機会が減少するなど、ニーズに応えることができない。
●建設予定地の面積や建設費用の面から複数の介護福祉サービスを提供する建物内に「地域交流スペース」を
設置することが困難。
●類似するサービス提供を、２箇所で実施することになり、サービス水準のばらつきの懸念や、介護人材難の状
況下で多くの人員を確保する必要があり、限られた予算の中で厳しい運営を強いられる。
●地域住人の交流によるコミュニティ活動が滞る。

●小規模多機能型居宅介護と同じ事業所内で総合事業を行うことで現行の通所介護
（デイサービス）に限りなく近づいたサービス提供が可能になる。
●一事業所に介護サービスを集約することにより、限られた介護人材をより効果的に
活用することができる。

小規模多機能型居宅介護 総合事業 「総合福祉医療センター」内の旧デイ
サービスを実施していた場所で実施
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用  途

3 F

2 F

1 F

機械室 屋上避難スペース

小規模多機能型居宅介護事業所

ピロティー（自動車車庫）

新しい建物の完成イメージ図新しい建物の平面図（２Ｆ部分）

島牧村
福祉課 課長
及川 光輝 氏

関係者の声

●福祉課に配属される前の部署では地方分権改革を担当しており、地方分権の知識を活かし、
現職での課題解決の手段として提案募集方式を活用しました。

●島牧村においては交通手段が限られており、同じ曜日に事業所を利用している利用者同士
の家を行き来することは困難で、事業所利用が唯一の交流になることがほとんどです。

●現在のデイサービスに通っている利用者の生きがいとも言える交流が続けられ、分断を回
避できたことが最大の成果であると考えています。

提案実現により、
要介護者と要支援者の共用が
可能になったスペース

現行のデイサービスを移行して実施

提案募集方式により、サービス利用者
同士の交流の場を守れました!
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